
スマート農業を振興する新たな法的枠組みの創設

〇 人口減少下においても、生産水準が維持できる生産性の高い食料供給体制を確立するためには、スマート農業技術の現場導入を一
層加速することが不可欠。

〇 このため、①スマート農業技術等の研究開発・実用化と、②スマート農業技術の活用とこれに適合するための生産・流通・販売方式
の見直しを一体的に推進するための法制度を検討。
→ 国が基本方針・目標を定め、これに沿った①、②それぞれの取組計画を国が認定し、税制・金融等で後押し

国（基本方針の策定・公表）
スマート農業技術等の研究開発・実用化や、生産・流通・販売方式の変革の促進の意義・目標など

①スマート農業技術等の研究開発・実用化
（開発供給実施計画（仮称））

②スマート農業技術の活用とこれに適合する
ための生産・流通・販売方式の見直し
（生産方式革新実施計画（仮称））

【取組内容】
・スマート農業技術等の研究開発・実用化
【取組主体】
・研究開発等を行おうとする者
【支援措置】
・農研機構の施設等供用
・日本政策金融公庫の長期低利融資
・登録免許税の軽減 など

【取組内容】
・スマート農業技術活用

＋生産・流通・販売方式の見直し
【取組主体】
・農業者、食品事業者、サービス事業体
（農業者は必須）
【支援措置】
・日本政策金融公庫の長期低利融資
・投資促進税制（法人税・所得税） など

申請 認定 認定申請

栽培試験用の人工気象室試験用のほ場やロボット農機 スマート農業技術の活用
（自動収穫ロボット）

生産方式の見直し
（機械作業が容易な樹形への転換）

スマート農業技術の研究開発に取り組む
スタートアップ企業 （農研機構の施設等供用）

資料６

＜具体的な措置の方向性＞＜現状・課題＞

○ 今後20年間で、基幹的農業従事者
は現在の約１/４（約120万人→約30
万人）にまで減少することが見込まれ、
従来の生産方式を前提とした農業生産
では、農業の持続的な発展や食料の安
定供給を確保できない。

○ 農業者の減少下においても生産水準
が維持できる生産性の高い食料供給体
制を確立するには、農作業の効率化等
に資するスマート農業技術の現場導入
を加速するため、
① 実用化に至っていない難易度の高い
分野における研究開発等の促進

② スマート農業技術の活用とこれに適
合する生産・流通・販売方式の見直し

を一体的に推進する必要。
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